
令和７年２月
人事院・内閣人事局

兼業に関する職員アンケート結果
（概要）

【アンケート実施概要】
調査期間：令和６年11月28日～令和７年１月10日
調査対象者：全国の一般職の国家公務員（非常勤職員を除く） 2,500人
有効回答数：1,936人（回収率：77.4％）

※ 各図に記載している「Ｎ」は、それぞれの質問に対する有効回答数を示す。
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１．兼業の経験 ①

現行制度で行うことができる兼業について、所属機関の
承認・許可を受けて行ったことがあると回答した職員の割合
は６．２％であった。
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図１ 国家公務員法で定める兼業を行ったことがあるか
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１． 兼業の経験 ②

現行制度で行うことができる兼業の経験がある職員の割合
は、年齢別では４０代以上の中高齢層職員、勤務機関の別で
は地方支分部局の職員の割合が相対的に高い。
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図２ 年齢区分×兼業経験
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図３ 勤務機関×兼業経験
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２．兼業の希望 ①

現行制度では認められないものも含め、今後、兼業を行い
たいとする職員の割合は３２．９％であった。
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図4 現行の兼業制度では認められないものも含め、今後、兼業を行いたいと思うか

今後、兼業を行いたいと思う 今後、兼業を行いたいと思わない
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２．兼業の希望 ②

兼業を行いたいとする職員の割合は、年齢別では３０代以下
の若手職員、採用試験の別ではⅠ種・総合職採用、経験者採用
の職員の割合が相対的に高い。

0% 50% 100%

20代以下

30代

40代

50代以上

図5 年齢区分×兼業希望

今後、兼業を行いたいと思う

今後、兼業を行いたいと思わない
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図6 採用試験等×兼業希望
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３．兼業を行いたい理由

兼業を行いたい理由としては、「本業では得ることができ
ない新しい知見やスキル、人脈を得たい」、「自分の趣味や
特技を活かしたい」が上位であった。
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本業では得ることができない新しい知見やスキル、人脈を得たい

自分の趣味や特技を活かしたい

自分の時間を割くことに対する対価を受領したい

社会や地域の諸課題の解決に取り組みたい

自分の資産を有効に活用したい

公務員としての自らの専門性やスキルを本業以外でも発揮したい

その他

図7 今後、兼業を行いたい理由（複数回答可）
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４．行いたい兼業の類型

兼業を希望する職員が行いたい兼業の類型としては、「自
分の趣味、特技等を活かした活動」、「社会貢献につながる
活動」、これら以外の「勤務時間外の自由時間を活用して対
価を得る活動」が上位であった。
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自分の趣味、特技等を活かした活動

社会貢献につながる活動

現行制度で承認されうる兼業（不動産賃貸、太陽光電気の販売等）

現行制度で許可されうる兼業（有報酬の非営利企業の役員・従業員）

公務員としての自らの専門性やスキルを活かした活動

上記以外の勤務時間外の自由時間を活用して対価を得る活動

その他の活動

図8 今後行いたい兼業の類型（複数回答可）
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５．行いたい兼業の具体的な内容

行いたい兼業の具体的な内容の代表例を類型別に整理
すると以下のとおり。
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勤務時間外の自由時間を活用して対価を得る活動

自分の趣味、特技等を活かした活動 社会貢献につながる活動

公務員としての自らの専門性やスキルを活かした活動

・単発のアルバイト（イベントスタッフなど）
・小売店、飲食店での販売、接客
・運送、配送業
・書類作成などの一般事務
・農業

・通訳
・撮影した写真の販売、カメラマンとしての活動
・楽曲制作
・動画作成、配信
・小説などの書籍の出版
・ハンドメイド作品の販売
・楽器演奏者としての活動
・スポーツの審判、スポーツ指導員、インストラクター
・ソフトウェア開発

・地域のスポーツ大会の運営
・町おこしなど、地域活性化イベントの企画、運営
・外国人向け日本語講師
・保育施設での子育て支援補助
・子ども食堂の運営
・難病の子どもを支援する相談員
・高齢者施設での介護ヘルパー
・障害者支援

・専門分野の講演
・専門知識を活かしたアドバイザー業務
・専門知識についての書籍の執筆
・シンクタンクにおける調査研究
・民間企業の人事、法務、財務、会計部門での勤務
・法律関連のコンサルティング業務
・取得している国家資格を活かした業務

※順不同
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６．兼業を希望しない理由

兼業を希望しない理由としては、「本業や私生活が忙しく、
兼業を行う時間や体力がない」、「公務員としての現状に
満足している」が上位であった。
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本業や私生活が忙しく、兼業を行う時間や体力がない

公務員としての現状に満足している

自分の希望やスキルに合いそうな兼業がない

自身の職務について公正性・中立性が損なわれる（又はそのように疑われ

る）おそれがある

情報漏洩や顧客とのトラブルなどの心配がある

上司や同僚、家族など周囲の理解が得られない

その他

図9 今後、兼業を行うことを希望しない理由（複数回答可）
N=1,300
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